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Abstract
With the opportunity of the Tokyo 2020 Olympic and Paralympic Games held, interest in sports for 

persons with disabilities represented by the Paralympic Games has been increasing. In addition, there is 
no guarantee that the budget allocated to sports for persons with disabilities will be secured in the future 
due to the recent tightening of local government finances. Under such circumstances, I investigated the 
actual situation of the sports competition for persons with disabilities and discussed the significance 
and issues of autonomous management, using the case of “International Women's Wheelchair Basketball 
Friendship Games OSAKA CUP”, which have no budget from the local government.
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Ⅰ　はじめに

１　研究の背景と目的

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催を契機として，パラリンピックを代表とする

障がい者1）スポーツへの関心は高まりをみせている．

2013年にオリンピック・パラリンピックの東京開催

が決定したあと，企業では，パラスポーツの競技団体

や大会のスポンサー契約を行ったり，競技生活優先の

アスリート雇用で選手を社員にするなど，パラスポー

ツへの支援が積極的に行われるようになった．国や

自治体においても，パラ選手強化・育成の取り組みが

これまで以上になされるようになり，また，各地でパ

ラスポーツの体験教室が開催されるなど，多くの人が

障がい者スポーツを体験したり，観る場が増えている．

このように，パラ競技に対する関心が高まる一方，い

わゆる「2021年問題」として，大会閉幕後に，障が

い者スポーツを含むスポーツにかけられる予算が国に

おいても地方においても大幅に削減され，それによっ

てスポーツの振興が停滞するのではないかという懸念

（藤田，2019）2）もある．

　藤田（2019）は，「この影響を最小限にするためには，

地域において現在進められている事業を実施する中で

関係諸団体が連携し，地域における障がい者スポーツ

振興のための仕組みを作っておくこと」また「競技団

体においては，民間企業からの支援を受けられるスキ

ームを作り，2021年以降も自律的に組織運営できる

だけの経済基盤の強化とマンパワーの育成が大きな課

題」と指摘している．

　全国各地で開催されているスポーツ大会は，地方自

治体や公的団体からの補助金や助成金，企業などから

の寄付によって成り立っていることがほとんどである．

特に，障がい者スポーツは，身体障がい者の治療とリ

ハビリテーションを目的として発展してきたことから，

福祉政策として手厚い予算措置がなされてきた．しか

し，自治体においては財政状況の逼迫により，事業の

スリム化・効率化が求められており，東京2020オリ

ンピック・パラリンピック競技大会という後ろ盾がな

くなれば，予算の削減を求められる可能性は十分にあ

り得る．藤田が指摘している「2021年問題」はもと

より，国や自治体の財政的な状況を鑑みると，障がい

者スポーツも例外ではなく，自律的な組織運営への取

り組みが求められるであろう．では，継続的に自律的

な運営を可能とするためには，どのような仕組みとマ

ネジメントが求められるのであろうか．

　本研究では，大阪市において開催されている「国際

親善女子車いすバスケットボール大阪大会」（以下「大

阪カップ」と表記する）を事例に，障がい者スポーツ

大会の運営の実態を調査し，自律的運営の意義と課題

について考察を行った．

　具体的な研究手法は，文献調査及びヒアリング調査

によった．

Ⅱ　日本における障がい者スポーツの現状と課題

　スポーツ庁（2018）の調査によると，成人の過

去１年間の運動・スポーツ実施率は，週１日以上が 

51.5％，週３日以上が 26.0％であるが，障害のある

成人の運動・スポーツ実施率は，週１日以上が 20.8％，

週３日以上が 9.8％となっており，障がい者の定期的

スポーツ実施率は健常者の半分以下であった3）．また，

スポーツ庁の第２期スポーツ基本計画4）では，障害の

ある成人の週１日以上のスポーツ実施率を40％程度

とすることをめざしており，目標達成にはさらなる取

り組みが必要とされる．

　障がい者のスポーツの歴史は，第二次世界大戦後，

戦争で障がいを負った軍人たちのリハビリテーション

の補助的な方法として，スポーツが紹介されるように

なった．イギリスのストークマンデビル病院では，ル

ードヴィヒ・グッドマン博士がスポーツを治療に取り

入れる方法を用い，リハビリテーションを意図した競

技大会を開催するようになった．1960年のオリンピ

ック・ローマ大会の後には，同じ競技施設を使用して

第１回のパラリンピック大会が開催されている5）．こ

のような歴史的な背景から，日本における障がい者の

スポーツは，障がい者へのリハビリテーションを目的

として，行政管轄も厚生労働省の主導で進められ，体

力維持・増強や障がいの進行予防といった健康の側面

での成果とともに，社会的自立や社会参加を促してき

た．

　2014年度からは障がい者スポーツに関する事業が，

厚生労働省から文部科学省に移管され，2015年にス

ポーツ庁が設置されると，障がい者のスポーツはスポ

ーツ庁が所管するようになった．一方，多くの自治体

においては，障がい者スポーツは福祉部局が所管して

おり，障がい者スポーツセンターの運営費や障がい者

スポーツ大会などの開催費用は福祉施策として予算計

上されている．このように，自治体においては，障が

い者スポーツは福祉部局が所管であることがいまだに

多く，スポーツ振興とは切り離されたものとなってい
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る．

　東京2020パラリンピック競技大会開催決定を契機

に，障がい者のスポーツは「する」「ささえる」観点から，

「みる」スポーツとしても広く認識されるようになっ

た．「2021年問題」に対処するためには，障がい者の

スポーツに対する機運の高まりを契機に，福祉政策と

しての障がい者に限られたものからの脱却を図り，持

続的な障がい者スポーツ大会の開催に向け，自律した

運営の確立へ取り組みが求められている．

　しかし，障がい者のスポーツにおいては，スポーツ

振興を目的とする文部科学省の政策と，障がい者支援

を目的とする福祉政策の政策とはそもそも目的が異な

る．スポーツ政策としてのパラアスリートの育成など

を除き，現在も自治体が福祉政策として障がい者のス

ポーツ事業を行っているように，「自律」するための

社会的環境が十分に整っているとはいえず，自律した

運営を求められることに対する抵抗感をはじめ，自律

的な運営に向けての課題も多い．次節では，大阪市に

おける障がい者のスポーツ大会を事例にこの問題にど

のように取り組み，どのような課題に対処してきたの

か，検討する．

　　

Ⅲ　事例研究

１　国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会

　　（大阪カップ）

（1） 大会の概要6）

　大阪カップは，世界の強豪女子チームが参加する車

いすバスケットボール競技大会である．障がいのある

人のスポーツの普及・発展をめざし国際交流に資する

ため，大阪カップの観戦を広く市民や学校に参加を呼

びかけるとともに，地域住民と各国選手団との交流，

車いすバスケットボールや障がい者のスポーツ体験な

どを通じて，国際親善と障がいのある人に関する理解

の高揚を図ることを目的に実施している．

表１：2019年　大阪カップ開催概要

名　　称　国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会
大会日程　平成31年2月15日（金）～ 2月17日（日）
会　　場　丸善インテックスアリーナ大阪
　　　　　（大阪市中央体育館）
参　　加　オーストラリア、イギリス、オランダ、日本の
　　　　　各国代表チーム
主　　催　（一社）日本車いすバスケットボール連盟
　　　　　（社福）大阪市障害者福祉・スポーツ協会　
　　　　　大阪市
主　　管　国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会
　　　　　実行委員会
　　　　　事務局：（社福）大阪市障害者福祉・スポーツ協
　　　　　会振興部スポーツ振興室

　大会開催にあたっては，応援の参加を広く市民や学

校などに呼びかけるとともに，大会の前日には，各国

選手が大阪市内の各学校を訪問する「地域親善交流会」

（市内８区），大会期間中は「日本生命車いすバスケッ

トボール体験会」「日本生命チャレンジコーナー」「日

本生命フレンドシップジュニアレッスン」を実施し，

障がい者スポーツの啓発・理解及び国際交流にも寄与

している．

（2）大阪カップ開催の背景

　大阪カップの事務局を担う（社福）大阪市障害者

福祉・スポーツ協会振興部スポーツ振興室は，大阪

市長居障がい者スポーツセンター（大阪市東住吉区）

内にある．障がい者スポーツセンターは，大阪市が，

1974年に日本で初めて障がい者のためのスポーツ施

設として開設した．障がい者が「いつ一人で来館して

も指導員や仲間がいて，安心していろいろなスポーツ

を楽しむことができる」という基本方針のもと，スポ

ーツの指導，スポーツ教室の開催など障がいのある人

がスポーツに親しめる環境作りに取り組んできた．ま

た，水泳，陸上競技，卓球，電動車椅子サッカー，バ

ドミントンなどこのセンターを核として開催された大

会が，後に日本選手権大会にまで発展した大会も数多

く，我が国における障がい者スポーツの先駆けとして

の役割を果たしてきた7）．

　当時，大阪市障害者福祉・スポーツ協会（大阪市長

居障がい者スポーツセンター）の職員であった髙橋明

は，障がい者スポーツ振興には，まず「見ること」が

大切であるとの考えを持ち，「大きな体育館で多くの

小・中学生を集めて，国際大会を開催する」ことを目

標としていた．髙橋は，2000年のシドニーパラリン

ピックでは，車いすバスケットボール日本選手団の総

監督を務めていたこともあり，そのネットワークを活

かし，オーストラリア，カナダ，大韓民国，日本の代

表チームを招待し，2003年に大阪カップを大阪市中

央体育館で開催した．その際，障がい者への理解と障

がい者のスポーツ振興につなげるためには，多くの市

民，小・中・高等学校の児童・生徒に「まず見てもらう」

ことが重要であるとの考えから，総合学習の一環とし

て学校ぐるみで取り組んでもらえるよう，教育委員会

にも働きかけを行った．大会前日には，各出場チーム

が小・中学校を訪問し，車いすバスケットボールにつ

いての理解促進や選手との交流を目的に学校交流会を

開催し，日程をあえて平日（木・金・土）とした．そ

の結果，約80校一万人を超える児童・生徒たちが集
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まり，立ち見も出るほどの盛況となった．また，児童・

生徒から，「すごい迫力」「おもしろい」「かっこいい」「障

がい者へのイメージが変わった」などの感想が寄せら

れ，障がい者のスポーツの中でも超一流のプレイを見

せることで，障がい者への思いが変わっていく様子が

うかがえた8）．

（3）出場チームと観戦者数9）

　大阪カップは，2003年以降，大阪市中央体育館で

毎年開催されている．

　2003 ～ 2006年までの４大会は男子大会として開催

していたが，2007年以降は女子大会として開催して

いる．その理由は，大阪市出身で日本代表の網本麻里

選手が大阪市の障がい者スポーツセンターで練習を積

んでいたこと10），北九州市においても同様の規模で男

子大会が開催されていた11）ためである．

表２：出場チームと観戦者数

年 出場チーム（国）
3日間の
観戦者数
（人）

2003 オーストラリア，カナダ，韓国，日本 11,750

2004 オーストラリア，カナダ，韓国，日本 10,500

2005 オーストラリア，カナダ，韓国，日本 11,100

2006 オーストラリア，カナダ，中国，日本 10,500

2007 アメリカ，オーストラリア，カナダ，日本 11,000

2008 アメリカ，オーストラリア，カナダ，日本 11,500

2009 アメリカ，オーストラリア，カナダ，日本 12,000

2010 アメリカ，オーストラリア，カナダ，日本 10,000

2011
オーストラリア，カナダ，日本A，日本B
※アメリカチームのキャンセルにより，
　日本が2チーム出場

10,500

2012 オーストラリア，カナダ，中国，日本 12,100

2013 オーストラリア，カナダ，日本 11,300

2014 オーストラリア，日本
2,200

１日間の開催

2015 イギリス，オーストラリア，カナダ，日本 5,305

2016 イギリス，オーストラリア，ドイツ，日本 9,713

2017
イギリス，オーストラリア，オランダ，
日本

9,786

2018
イギリス，オーストラリア，オランダ，
日本

11,063

2019
イギリス，オーストラリア，オランダ，
日本

12,634

※2003 ～ 2006年は男子大会

※2017年大会より，観戦者数から大会関係者を除く

出所：「地域における障害者スポーツ普及促進事業（障

害者のスポーツ参加促進に関する調査研究）」報

告書（2018），「国際親善女子車いすバスケット

ボール大阪大会大会報告書」（2018，2019）より

筆者作成

（4）大会運営の公費負担

　表２のとおり，2003年から2013年の観戦者数は，

毎年一万人超で推移してきたが，2014年は観戦者数

が2,200人と大幅に減少している．その理由に大阪市

の財政問題がある．

　2012年度までは障がい者スポーツ国際親善大会開

催の事業費として，大阪市（福祉局）が1,700万円の

費用負担をしてきた12）．しかし，2012年12月に大阪

市長として橋下徹市長が就任後，市政改革を推進する

なかで，市の全事業についての必要性を整理し，負担

金等の大幅な見直しがなされることになった．かかる

状況を受け大阪カップの開催費用として大阪市が負担

していた1,700万円の予算を平成25（2013）年度には

750万円に削減する予算案が提出された．この予算案

を見た大阪市会議員が，定例会常任委員会において大

幅な減額案に対する質問を行ったところ，福祉局障害

者施策部障害福祉課長は「来年度，25年度につきま

しては，海外の選手を招いての国際親善大会ではなく，

国内選手によります交流試合や地域での交流会を実施

する方向で考えております．今後，障害者スポーツ関

係団体とも協議を進めまして，より効果的な大会とし

てまいりたいと考えております．なお，25年度の事

業費といたしましては，主に海外選手の交通費や宿泊

費等の削減を図るなどいたしまして750万円の予算を

計上しているところでございます」と答弁している13）．

続いて，橋下徹大阪市長（当時）は，車椅子バスケッ

トの大会の重要性は十分認識しているが，市政改革の

なかで，障害者スポーツに限らず，大阪市が予算を計

上しているさまざまな大会について一定の方針のもと

に見直しをはかり，大会の位置づけとその目的とその

効果を精査した結果である旨答弁をしている14）．その

ため，2014年（2013年度）は，大阪市からは750万

円の負担金に減額されたことから15），「車いすバスケ

ットボール親善交流会in大阪」として，オーストラリ

アと日本の国際交流マッチとして１日間の開催に縮小

し，さらに，翌2014年度の大阪市の予算はゼロとな

った16）．

（5）自律した運営に向けた取り組み17）

①自律化への模索（2014年～ 2015年）

　大阪カップの実行委員会事務局（社会福祉法人　大

阪市障害者福祉・スポーツ協会振興部スポーツ振興室）
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に聴取した内容によると，突然の大阪市予算の削減に

より，2014年はオーストラリアのみ招聘し，「車いす

バスケットボール親善交流会in大阪」として開催した

が，かなり厳しい予算と運営であったと回顧している．

同時に，2013年までは観戦を促す目的で市立小中高

等学校に対して負担していた交通費を廃止している．

　翌年度には大阪市からの予算がゼロとなり2015年

の開催が危ぶまれたが，この状況に手を差し伸べたの

が，エイベックス・グループ・ホールディングス株式

会社（現　エイベックス株式会社）（以下「エイベッ

クス」と表記する）である．エイベックスは，大阪カ

ップの2013年大会を視察し，この大会を評価してい

たことから，大阪カップ継続のために支援の申し出を

した．事務局側もこれを受け入れ，エイベックスが全

面的に協賛金を負担し，2015年は「国際親善女子車

いすバスケットボール大阪大会　presented by エイ

ベックス・チャレンジド・アスリート」として開催す

ることができた．協賛企業の獲得やポスター等の印刷

費をはじめ，アトラクションもエイベックス側が負担

した．

②自律的運営への基盤づくり（2016年～ 2018年）

　2015年の開催後，エイベックスより2016年の大会

は全面的な支援はできないとの申し出があった．事務

局は，大阪カップを継続すべく2015年４月からスポ

ンサー集めを始めることとした．その際，エイベック

スより協賛のアプローチの仕方についてレクチャーを

受けた．その上で，事務局長自ら企業を訪問するため

東京に赴き，日本生命保険相互会社，株式会社ニッセ

イ・ニュークリエーション，沢井製薬株式会社などの

協賛企業を獲得し，協賛金により大阪市が負担してい

る額を確保できるようになった．2016年からは，自

律した運営をめざすために，予算全体を見直し経費の

徹底的な削減を行うこととした．例えば，外注してい

たポスター・チラシなどのデザインも事務局である社

会福祉法人大阪市障害者福祉・スポーツ協会振興部ス

ポーツ振興室（以下「スポーツ振興室」と表記する）

の職員が行い，印刷も安価な印刷通販「プリントパッ

ク」で印刷するようにした．図１は，スポーツ振興室

の職員がデザインを考案し，通販印刷によって作成し

た大会チラシである．

　それにとどまらず，パンフレットに掲載する協賛企

業の広告についても，職員が企業と直接やり取り（一

部は広告代理店とやり取り）を行うなど，大会開催

の準備は職員が担い，運営もスポーツ振興室の職員

とボランティアによってなされている．2017年から

は，一般社団法人日本車いすバスケットボール連盟が

200万円を分担金として拠出するようになり，より安

定した運営ができるようになった．また，以前より余

剰金が出た際には，プロモーションビデオの作成，競

技用車いすの購入・メンテナンス等にあてていたが，

2017年には，余剰金で啓発DVDを作成し，大阪市立

小中高の全ての学校及び各関係機関に配布することが

できた．その後，エイベックスは，支援の使命は終わ

ったとして，2018年を最後にスポンサーから降りて

いる．

図１：大会チラシ（2019年）

出所：大阪市ホームページ

③安定した運営への仕組みづくり（2019年～）

　2019年はエイベックスの支援がなくなったが，他

の企業からの協賛金もあり安定した運営ができた．そ

のうえで，収益を上げる仕組みも欠かせないことか

ら，2018年までは大会当日，観戦者にはパンフレッ

トを無料配布していたが，2019年は，応援用「ハリ

セン」18)の配布は無料とし，パンフレットは有料とし

た．配布したハリセンには，選手名簿，対戦表，企業

ロゴなどを印刷していたため，パンフレットの販売数

は，50部程度にとどまったが，今後は販売部数を増

やす工夫をしたいということであった．

　これまでの取り組みを通して，職員が自らの責任を

自覚し，どうすればうまくいくか，改善することは何
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かを主体的に考えるようになり，企画や提案の能力が

向上した．このように，受け身であった職員が成長し，

ミーティングでも積極的に発言するなどの好循環が見

られるようになったという．

Ⅳ　考察

１　北九州市との比較

　大阪カップと同様の大会としては，北九州市におけ

る北九州チャンピオンズカップ国際車いすバスケット

ボール大会（以下「チャンピオンズカップ」と表記す

る）がある19）．

　大阪カップとチャンピオンズカップは，いずれも

2003年から開始されている．

　表３に大阪市と北九州市の開催概要の比較を示す．

　　表３：車いすバスケットボール大会の比較

　　　　　（大阪市と北九州市）（2019年）

自治体 大阪市 北九州市

名　称
国際親善女子車いすバス

ケットボール大阪大会

北九州チャンピオンズカップ
国際車いすバスケットボール

大会

開催開始年 2003年 2003年

開催期間 3日間 3日間

参加国
イギリス，オーストラリア

オランダ，日本
オーストラリア，カナダ

ドイツ，日本

主　催

一般社団法人 日本車い
すバスケットボール連盟
社会福祉法人 大阪市障
害者福祉・スポーツ協会
大阪市

北九州市
一般社団法人 日本車い
すバスケットボール連盟
北九州市障害者スポーツ
協会
社会福祉法人 北九州市
福祉事業団

市の負担金 なし 2,160万円

入場料 無料
前売り400円／

当日500円

会　場 大阪市中央体育館 北九州市総合体育館

会場使用料 有料（減免なし） 免除

大会運営費 約2,000万円 約3,000万円

協賛金等 約2,000万円 約900万円

出所：関係資料に基づき筆者作成20）

　北九州市では，チャンピオンズカップ開催にあた

り，障害者福祉費として2,160万円を負担している21）．

さらに，会場使用料も市が主催であることから免除22）

とするなど，手厚い支援がなされている．一方，大阪

カップでは，大阪市は主催者として名を連ねているも

のの，大会開催費用は企業をはじめとした協賛金等で

賄っており，会場使用料も規定の料金を負担している．

入場料を無料としているのは，入場料を徴収する場合，

会場使用料が割増しとなり，ほとんどメリットがない

ためである．

　

２　障がい者スポーツ大会の自律的運営の成果と課題

　大阪カップが危機を乗り越え，継続して開催できる

ことになったポイントとして，次の４点が指摘できる．

①大阪カップの認知度の高さ，大会が内外から高く評

価されていたことから，企業へのセールスがしやす

く，企業の支援を受けることができた

②スポーツ振興室の職員が大阪カップを存続するため，

エイベックスからノウハウを吸収し，東京まで赴き

自らが率先して行動し，スポンサー企業獲得に努力

した

③東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催を控え，障がい者スポーツに対する関心が高

まり，企業も社会貢献として支援する土壌ができて

いた

④財源がないなか，職員が危機感を持ち行動すること

で，自律心が育ち，また，様々な仕事の経験によっ

て職員が成長した

　広告代理店に外注すれば，デザイン性が高いものや

有名人を起用した人目を引くポスターを作成すること

ができるが，発注者側にはノウハウの蓄積はされず，

担当職員の成長する機会も限られてしまう．図１で示

したとおり，職員が作成したポスターでも十分内容は

伝わり，かえって奇をてらわない方が伝えたい内容が

ストレートに伝わってくる．少ない人員が核となり，

長居障がい者スポーツセンターおよびアミティ舞洲23）

のスタッフはもとより，一般社団法人日本車いすバス

ケットボール連盟，大阪バスケットボール協会等の協

力や多くのボランティアの協力を得て，協働による関

係者の思いのこもった大会の開催が可能となったと評

価されよう．

　一方，課題も残っている．現在は協賛金で賄うこと

ができているが，これが今後も維持できる保証はない．

加えて「2021年問題」が重くのしかかる．安定的な

財源確保は継続的な課題なのである．

　及川（2019）は，「障がい者スポーツの知識や理解

がないと，「障がい者に対する偏見」や「障がい者ス

ポーツへの無関心」につながりかねない」24）と指摘
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―国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会を事例に―

しているように，レベルの高い障がい者スポーツを多

くの人たちに「見てもらう」ことは効果的である．大

阪カップの開催は，単なるスポーツイベントではなく，

選手の競技力向上や国際交流はもとより，障がい者や

障がい者スポーツに対する理解の促進に寄与している

ことからも，福祉政策だけではなく教育的な効果も大

きい25）．財源問題によって大阪カップが開催できなく

なるリスクは誰が負うのであろうか．行政としての支

援のあり方の再検討が必要だろう．

Ⅴ　まとめ

　本稿では，大阪市の大阪カップを事例に，地方自治

体の資金に依存をしない障がい者スポーツ大会の運営

実態を調査するとともに，北九州市のチャンピオンズ

カップと比較しながら，自律的運営に向けた意義と課

題について考察を行った．

　これまでに見たとおり，大阪カップの開催は，藤田

(2019)が指摘する「自律的に組織運営できるだけの経

済基盤の強化とマンパワーの育成と民間企業からの支

援を受けられるスキームを構築できるか」が課題とな

っている．障がい者スポーツ大会の自律的運営には，

スポンサー企業の獲得の方法や効率的な運営などのマ

ネジメントのノウハウが不可欠となる．大阪カップで

は，スポンサーであったエイベックスがそのノウハウ

を大阪カップの事務局に伝授したこと，運営を担う職

員が成長したことにより，自律的な運営へ比較的スム

ーズに移行できたといえよう．

　現在，大阪カップは比較的安定した運営ができてい

るものの，「2021年問題」を乗り越えることができる

か未知数である．また，障がい者スポーツと福祉政策

や教育的な効果との関係を閑却することへの危惧は大

きい．

　また，全国レベルでは自治体の規模や地域特性は一

様ではなく，障がい者スポーツ大会の成り立ちや背景

も異なるため，さまざまなマネジメント課題が散見さ

れる．

　これらのことから，障がい者スポーツ大会の安定的，

自律的な運営に向けて，どのようなマネジメントが求

められるのか，さらなる事例研究と多角的な検討が必

要になろう．
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